
令和２年(2020 年)工業統計調査結果の概要 

(４人以上の事業所） 

１ 概況 

福岡市の令和 2 年 6 月 1 日現在における製造業（従業者４人以上）の事業所数は 660 事

業所、従業者数は 20,080 人、製造品出荷額等は 5,823 億円となっています。 

 前回調査時(令和元年 6 月 1 日）と比較すると、事業所数は 31 事業所(令和元年比 4.5％）

の減少、従業者数は 1,526 人(同 8.2％）の増加、製造品出荷額等は 50 億円(同 0.9％）の

増加となりました。（表 1） 

２ 事業所数 

(１) 産業中分類別

「13 業種で減少｣

産業中分類(24 業種)別に事業所数を見ると、食料品製造業が 196 事業所(構成比 29.7％)

と最も多く、次いで、印刷･同関連業 117 事業所(同 17.7％)、金属製品製造業 56 事業所(同

8.5％)となっており、この３業種で本市の事業所(従業者４人以上)の 55.9％を占めていま

す｡ 

 令和元年と比較すると、輸送用機械器具製造業の 3 事業所（令和元年比 37.5％）増など

5 業種で増加していますが、印刷・同関連業の 10 事業所(同 7.9％)減など 13 業種で減少し

ています。（表 2） 

(２) 従業者規模別

「市内の 80.5％が小規模事業所｣

従業者規模(７区分)別に事業所数を見ると、｢４～９人｣の事業所が 280 事業所(構成比 4

2.4％)と最も多く、次いで｢10～19 人｣が 170 事業所(同 25.8％)となっています。また｢20

～29 人｣が 81 事業所(同 12.3％)となっており、29 人以下の小規模事業所が全体の 80.5％

を占めています。 

令和元年と比較すると小規模事業所が減少し、中規模事業所が増加しています。(表 3) 

３ 従業者数 

(１) 産業中分類別

「16 業種で減少｣

産業中分類(24 業種)別に従業者数を見ると、食料品製造業が 9,953 人(構成比 49.6％)

と最も多く、次いで、印刷･同関連業 2,460 人(同 12.3％)、電気機械器具製造業 1,231 人(同

6.1％)、電子部品・デバイス・電子回路製造業 1,201 人(同 6.0％)となっており、この 4

業種で製造業従業者全体の 73.9％を占めています。 

 令和元年と比較すると、食料品製造業の 1,896 人(令和元年比 23.5％)増など７業種で増

加していますが、印刷・同関連業の 139 人(同 5.3％)減など 16 業種で減少しています。 

（表 2） 
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(２) 従業者規模別 

 「30～99 人規模が最多｣ 

 従業者規模(７区分)別事業所の従業者数を見ると、｢30～99 人｣規模の事業所が 4,681 人

(構成比 23.3％)と最も多く、次いで｢300 人以上｣が 4,339 人(同 21.6％)、｢100～199 人｣

が 3,591 人(同 17.9％)となっています。 

 令和元年と比較すると、｢300 人以上｣(令和元年比 57.7％増)など 4 従業者規模で増加し

ていますが、「20～29 人」(同 13.8％減)など 3 従業者規模で減少しています。（表 3） 

 

４ 製造品出荷額等 

 (１) 産業中分類別 

 「食料品製造業が 42.8％を占める｣ 

 産業中分類(21 業種)別の製造品出荷額等を見ると、出荷額等の高い順に、食料品製造業

2,492 億円(構成比 42.8％)、飲料・たばこ・飼料製造業 832 億円(同 14.3％)、電子部品・

デバイス・電子回路製造業 631 億円(同 10.8％)となっており、この 3 業種で出荷額等全体

の 67.9％を占めています。 

 令和元年(産業中分類 20 業種別)と比較すると、食料品造業の 153 億円(令和元年比

6.6％)増など 6 業種で増加していますが、飲料・たばこ・飼料製造業の 67 億円(同 7.5％)

減など 14 業種で減少しています。（表 2） 

 

 (２) 従業者規模別 

 「100～199 人規模の事業所が最高｣ 

 従業者規模(7 区分)別事業所の製造品出荷額等では、｢100～199 人｣が 1,741 億円(構成比

29.9％)と最も高く、次いで｢30～99 人｣が 1,597 億円(同 27.4％)となっています。 

  令和元年と比較すると、「30～99 人」(令和元年比 19.7％)など 3 従業者規模で増加して

いますが、「100～199 人」(同 12.0％)など 4 従業者規模で減少しています。（表 3） 

 

５ 現金給与総額等 

(１) 現金給与総額 

 「前年に比べ 36 億円の増加｣ 

 現金給与総額は 731 億円で、令和元年に比べ 36 億円(令和元年比 5.2％)の増加となって

います。 

 産業中分類(21 業種)別に見ると、食料品製造業が 271 億円(構成比 37.1％)、印刷・同関

連業 100 億円(同 13.7％)、電子部品･デバイス・電子回路製造業 86 億円(同 11.7％)で、こ

の３業種で現金給与総額全体の 62.5％を占めています。 

 令和元年(産業中分類 20 業種別)と比較すると、食料品製造業の 33 億円(令和元年比 13.

7％)増など 8 業種で増加していますが、印刷・同関連業の 3 億円(同 3.0％)減など 12 業種

で減少しています。（表 4） 

 

(２) 付加価値額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 179 億円の増加｣ 

 付加価値額は 1,478 億円で、令和元年に比べ 179 億円(令和元年比 13.7％)の増加となっ

ています｡ 

 産業中分類(7 業種)別に見ると、食料品製造業が 777 億円(構成比 52.6％)、電子部品・

デバイス・電子回路製造業が 245 億円(同 16.6％)と、この 2 業種で全体の 69.1％を占めて

います。 
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 令和元年(産業中分類 6 業種別)と比較すると、食料品製造業の 127 億円(令和元年比 19.

6％)増など 5 業種が増加していますが、金属製品製造業は 6 百万円(同 0.5％)減少してい

ます。（表 4） 

(３) 在庫額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 160 億円の増加｣ 

 在庫額は 651 億円で、令和元年に比べ 160 億円(令和元年比 32.5％)の増加となっていま

す。 

 産業中分類(7 業種)別に見ると、電子部品・デバイス・電子回路製造業が 298 億円(構成

比 45.8％)、食料品製造業が 252 億円(同 38.8％)となっており、この２業種で全体の 84.5％

を占めています。 

 令和元年(産業中分類 5 業種別)と比較すると電子部品・デバイス・電子回路製造業の 14

0 億円(令和元年比 88.3％)増など 4 業種で増加していますが、生産用機械器具製造業は 2

億円(同 7.0％)減少しています。（表 4） 

 

(４) 投資総額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 66 億円の増加｣ 

 投資総額は 229 億円で、令和元年に比べ 66 億円(令和元年比 40.7％)の増加となってい

ます｡  

産業中分類(7 業種)別に見ると、電子部品・デバイス・電子回路製造業が 113 億円(構成

比 49.3％）、食料品製造業が 73 億円(同 31.9％) となっております。 

 令和元年(産業中分類 6 業種別)と比較すると、電子部品・デバイス・電子回路製造業の

43 億円(令和元年比 60.6％)増など 4 業種で増加しましたが、生産用機械器具製造業の 7

億円(同 71.7％)減など 2 業種で減少しています。（表 4） 

 

６ 区別概況 

(１) 事業所数 

 「博多区が 30％以上を占める｣ 

 行政区別に事業所数を見ると、博多区が 227 事業所(構成比 34.4％)と最も多く、全市の

30％以上を占めています。次いで、東区の 171 事業所(同 25.9％)、南区の 85 事業所(同 1

2.9％)、中央区の 67 事業所(同 10.2％)となっています。 

 令和元年と比較すると、城南区は事業数変わらず、博多区の 10 事業所(同 4.2％)減など

6 行政区では減少しています。（表 5） 

 

(２) 従業者数 

 「東区が 6,454 人で最多｣ 

 行政区別に従業者数を見ると、東区が 6,454 人(構成比 32.1%)、博多区が 6,242 人（同 3

1.1％）と、2 行政区で全市の 60％以上を占め、次いで、西区が 2,583 人(同 12.9％)、南

区が 2,375 人(同 11.8％)となっています。 

 令和元年と比較すると、東区の 1,451 人(令和元年比 29.0％)増など 4 行政区が増加して

いますが、西区の 132 人(同 4.9％)減など 3 行政区で減少しています。（表 5） 

 

(３) 製造品出荷額等 

 「東区と博多区で 3,537 億円 全体の 60.9％を占める｣ 

 行政区別に製造品出荷額等を見ると、東区が 1,875 億円(構成比 32.2％)、次いで、博多

区が 1,663 億円(同 28.6％)、西区が 899 億円(同 15.4％)、中央区が 664 億円(同 11.4％)、

南区が 610 億円(同 10.5％)となっています。 
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令和元年と比較すると、東区の 76 億円(令和元年比 4.3％)増など 4 行政区は増加してい

ますが、西区の 37 億円(同 3.9％)減など 3 行政区で減少しています。(表 5) 

 

(４) １事業所あたり従業者数 

 「西区が 48.7 人で最多｣ 

 １事業所あたりの従業者数は、全市で 30.4 人となっています。 

 行政区別に見ると、西区の 48.7 人が最も多く、次いで、東区 37.7 人、南区 27.9 人、博

多区 27.5 人、中央区 22.9 人、早良区 16.4 人、城南区 14.5 人となっています。 

 令和元年と比較すると、東区など 6 行政区では増加となりましたが、城南区では減少し

ました。（図 2） 

 

(５) １事業所あたり製造品出荷額等 

 「西区が 17 億円で最多｣ 

 １事業所あたりの製造品出荷額等は、全市で 8 億 8 千万円となっています。 

 行政区別に見ると、西区の 17 億円が最も多く、次いで、東区 11 億円、中央区 9 億 9 千

万円、博多区 7 億 3 千万円、南区 7 億 2 千万円、早良区 2 億 5 千万円、城南区 1 億 2 千万

円となっています。 

令和元年と比較すると、全行政区が増加しています。（図 3）

 

７ 他都市との比較 

(１) 21 大都市 

 「福岡市の１事業所あたりの従業者数は 18 番目、１事業所あたりの製造品出荷額等も 1

8 番目｣ 

 21 大都市で比較すると、１事業所あたり従業者数が最も多い都市は千葉市で 53.2 人と

なっています。以下、北九州市の 52.3 人、広島市の 50.3 人と続き、本市は 30.4 人で 18

番目となっています。最も少ないのは、東京都区部の 18.1 人で、大阪市の 23.2 人がこれ

に続いています。 

１事業所あたりの製造品出荷額等では、川崎市が 38 億円で最も高くなっています。以下、

千葉市の 32 億円、広島市の 28 億円と続き、本市は 9 億円で 18 番目となっています。最も

少ないのは、東京都区部で 4 億円となっており、札幌市の 7 億円がこれに続いています。

（表 6） 

 

(２) 福岡都市圏 

「福岡市の事業所が 42.2％を占める｣ 

福岡都市圏(10 市 7 町)で見ると、事業所数は全体で 1,564 事業所となっています。 

市町別では、福岡市が 660 事業所(構成比 42.2％)と 4 割を占めており、次いで大野城市

119 事業所(同 7.6％)、須恵町 110 事業所(同 7.0％)と続きます。 

従業者数は全体で 56,778 人、福岡市が 20,080 人(構成比 35.4％)を占め、次いで、古賀

市 8,320 人(同 14.7％)、大野城市 3,411 人(同 6.0％)と続きます。 

製造品出荷額等は全体で 1 兆 7,303 億円、福岡市が 5,823 億円(構成比 33.7％)を占め、

次いで筑紫野市の 2,909 億円(同 16.8％）、古賀市の 2,279 億円(同 13.2％)と続きます。 

１事業所あたりの従業者数を市町別に見ると、久山町が 108.6 人と最も多く、続いて古

賀市の 84.9 人、福津市の 69.3 人となっています。１事業所あたりの製造品出荷額等では、

筑紫野市が 43 億円と最大で、以下、久山町の 40 億円、古賀市の 23 億円と続きます。  

（表 7） 
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％ 人 ％ 百万円 ％

平成26年 793 -3.8 100.0 20,733 -0.7 100.0 636,524 11.7 100.0

平成29年 744 -6.2 93.8 20,032 -3.4 96.6 576,210 -9.5 90.5

平成30年 706 -5.1 89.0 19,051 -4.9 91.9 572,001 -0.7 89.9

令和元年 691 -2.1 87.1 18,554 -2.6 89.5 577,265 0.9 90.7

令和２年 660 -4.5 83.2 20,080 8.2 96.9 582,268 0.9 91.5

指数 指数

注：平成26年の数字は対平成25年増減率，平成29年の数字は対平成26年増減率

（指数：平成26年=100）

年

事　　業　　所　　数 従　　業　　者　　数 製 造 品 出 荷 額 等

対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

指数

表中の記号は次のとおりです。 
  
 ・「0」、「0.0」・・・・・・・・・・・・・単位未満 

 ・「－（横バー）」・・・・・・・・・・・・皆無 

 ・「－（マイナス）サイン」付き数値・・・・マイナスの数値 

 ・「×（バツ）」・・・・・・・・・・・・・秘匿数値 

 

注）単位未満は四捨五入していますので、総数との内訳の合計が必ずしも一致しないことがあります。 

出典 経済産業省大臣官房調査統計グループ 2020 年工業統計表「地域別統計表」 
 

表 1 工業の推移－全市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 工業の推移 
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（注）対前年とは，令和元年です。

構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

％ ％ 人 ％ 人 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

660 100 -31 -4.5 20,080 100.0 1,526 8.2 582,268 100.0 5,003 0.9

09 食料品製造業 196 29.7 -5 -2.5 9,953 49.6 1,896 23.5 249,214 42.8 15,327 6.6

10 飲料･たばこ･飼料製造業 12 1.8 -2 -14.3 356 1.8 -15 -4.0 83,202 14.3 -6,748 -7.5

11 繊維工業 35 5.3 -5 -12.5 412 2.1 -58 -12.3 4,174 0.7 8 0.2

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 4 0.6 0 0.0 126 0.6 -9 -6.7 5,739 1.0 -28 -0.5

13 家具･装備品製造業 22 3.3 -2 -8.3 191 1.0 -30 -13.6 2,612 0.4 -1,022 -28.1

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 13 2.0 1 8.3 178 0.9 -17 -8.7 2,014 0.3 -518 -20.5

15 印刷･同関連業 117 17.7 -10 -7.9 2,460 12.3 -139 -5.3 44,818 7.7 1,414 3.3

16 化学工業 11 1.7 -1 -8.3 199 1.0 -3 -1.5 10,472 1.8 -223 -2.1

17 石油製品･石炭製品製造業 2 0.3 0 0.0 15 0.1 1 7.1 x x x x

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 25 3.8 1 4.2 413 2.1 -2 -0.5 7,161 1.2 -399 -5.3

19 ゴム製品製造業 1 0.2 0 0.0 4 0.0 -1 -20.0 x x x x

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 4 0.6 0 0.0 54 0.3 2 3.8 588 0.1 x x

21 窯業･土石製品製造業 31 4.7 -1 -3.1 489 2.4 10 2.1 17,337 3.0 916 5.6

22 鉄鋼業 7 1.1 0 0.0 151 0.8 0 0.0 6,906 1.2 -461 -6.3

23 非鉄金属製造業 5 0.8 1 25.0 93 0.5 2 2.2 720 0.1 -67 -8.5

24 金属製品製造業 56 8.5 -3 -5.1 753 3.8 -69 -8.4 9,921 1.7 -1,471 -12.9

25 はん用機械器具製造業 14 2.1 -1 -6.7 298 1.5 -10 -3.2 5,931 1.0 -426 -6.7

26 生産用機械器具製造業 18 2.7 -2 -10.0 708 3.5 -73 -9.3 13,571 2.3 -268 -1.9

27 業務用機械器具製造業 7 1.1 0 0.0 75 0.4 -2 -2.6 661 0.1 12 1.8

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 7 1.1 1 16.7 1,201 6.0 -15 -1.2 63,149 10.8 -1,344 -2.1

29 電気機械器具製造業 21 3.2 -2 -8.7 1,231 6.1 11 0.9 29,269 5.0 2,997 11.4

30 情報通信機械器具製造業 1 0.2 -1 -50.0 26 0.1 -2 -7.1 x x x x

31 輸送用機械器具製造業 11 1.7 3 37.5 309 1.5 78 33.8 17,319 3.0 -2,645 -13.2

32 その他の製造業 40 6.1 -3 -7.0 385 1.9 -29 -7.0 5,506 0.9 -78 -1.4

総　　　数

産　業（中分類）

事　業　所　数 従　業　者　数　 製造品出荷額等

（注）対前年とは，令和元年です。

構成比
対前年
増減率

構成比
対前年
増減率

構成比
対前年
増減率

％ ％ 人 ％ ％ 百万円 ％ ％

総　　　　数 660 100.0 -4.5 20,080 100.0 8.2 582,268 100.0 0.9

小規模事業所 531 80.5 -6.3 6,165 30.7 -7.8 111,229 19.1 -5.5

 ４ ～ ９ 人 280 42.4 -1.4 1,785 8.9 0.2 29,049 5.0 -0.2

 10 ～ 19 人 170 25.8 -10.1 2,348 11.7 -8.0 36,689 6.3 -8.5

 20 ～ 29 人 81 12.3 -13.8 2,032 10.1 -13.8 45,490 7.8 -6.1

中規模事業所 123 18.6 4.2 9,576 47.7 5.1 360,674 61.9 1.5

 30 ～  99 人 92 13.9 9.5 4,681 23.3 14.7 159,670 27.4 19.7

100 ～ 199 人 26 3.9 -10.3 3,591 17.9 -5.3 174,059 29.9 -12.0

200 ～ 299 人 5 0.8 0.0 1,304 6.5 5.3 26,945 4.6 10.5

大規模事業所 6 0.9 0.0 4,339 21.6 57.7 110,365 19.0 6.1

300 人  以上 6 0.9 0.0 4,339 21.6 57.7 110,365 19.0 6.1

規　　　模

事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等

表 2 産業(中分類)別事業所数、従業者数及び製造出荷額等－全市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3 従業者規模(7 区分)別事業所数、従業者数及び製造出荷額等－全市 
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（注）対前年とは，令和元年です。

構成比
対前年
増減額

対前年
増減率

構成比
対前年
増減額

対前年
増減率

構成比
対前年
増減額

対前年
増減率

構成比
対前年
増減額

対前年
増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

73,148 100.0 3,645 5.2 147,847 100.0 17,866 13.7 65,093 100.0 15,966 32.5 22,935 100.0 6,634 40.7

09 食料品製造業 27,136 37.1 3,277 13.7 77,697 52.6 12,725 19.6 25,234 38.8 1,234 5.1 7,310 31.9 2,834 63.3

10 飲料･たばこ･飼料製造業 1,815 2.5 -43 -2.3 x x x x x x x x x x x x

11 繊維工業 1,013 1.4 -71 -6.6 x x x x x x x x x x x x

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 529 0.7 42 8.5 x x x x x x x x x x x x

13 家具･装備品製造業 694 0.9 -56 -7.5 - - - - - - - - - - - -

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 590 0.8 -102 -14.7 x x x x x x x x x x x x

15 印刷･同関連業 10,042 13.7 -311 -3.0 11,640 7.9 700 6.4 614 0.9 50 8.8 709 3.1 271 61.9

16 化学工業 776 1.1 75 10.7 x x x x x x x x x x x x

17 石油製品･石炭製品製造業 x x x x - - - - - - - - - - - -

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1,425 1.9 128 9.9 x x x x x x x x x x x x

19 ゴム製品製造業 x x x x - - - - - - - - - - - -

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 195 0.3 x x - - - - - - - - - - - -

21 窯業･土石製品製造業 1,946 2.7 -6 -0.3 x x x x x x x x x x x x

22 鉄鋼業 652 0.9 40 6.6 x x x x x x x x x x x x

23 非鉄金属製造業 362 0.5 -1 -0.4 x x x x - - - - - - - -

24 金属製品製造業 2,912 4.0 -298 -9.3 1,364 0.9 -6 -0.5 26 0.0 x x 113 0.5 -7 -5.8

25 はん用機械器具製造業 1,187 1.6 -1 -0.1 x x x x x x x x x x x x

26 生産用機械器具製造業 3,396 4.6 -38 -1.1 4,380 3.0 991 29.2 2,567 3.9 -192 -7.0 284 1.2 -720 -71.7

27 業務用機械器具製造業 257 0.4 -10 -3.8 - - - - - - - - - - - -

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 8,571 11.7 305 3.7 24,520 16.6 2,930 13.6 29,798 45.8 13,970 88.3 11,301 49.3 4,265 60.6

29 電気機械器具製造業 6,521 8.9 352 5.7 8,836 6.0 1,653 23.0 2,877 4.4 216 8.1 506 2.2 303 148.7

30 情報通信機械器具製造業 x x x x - - - - - - - - - - - -

31 輸送用機械器具製造業 1,560 2.1 393 33.7 1,987 1.3 x x 265 0.4 x x 162 0.7 x x

32 その他の製造業 1,372 1.9 -39 -2.8 x x x x x x x x x x x x

総　　　数

産　業（中分類）

現金給与総額（4人以上） 付加価値額（30人以上） 在庫額（30人以上） 投資総額（30人以上）

 
 

表 4 産業(中分類)別現金給与額、付加価値額、在庫額及び投資総額－全市 
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（注）対前年とは，令和元年です。

区

％ ％ 人 ％ 人 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

全 市 660 100.0 -31 -4.5 20,080 100.0 1,526 8.2 582,268 100.0 5,003 0.9

東 区 171 25.9 -3 -1.7 6,454 32.1 1,451 29.0 187,475 32.2 7,643 4.3

博 多 区 227 34.4 -10 -4.2 6,242 31.1 276 4.6 166,269 28.6 -40 0.0

中 央 区 67 10.2 -2 -2.9 1,536 7.6 10 0.7 66,382 11.4 -1,486 -2.2

南 区 85 12.9 -8 -8.6 2,375 11.8 -102 -4.1 60,977 10.5 603 1.0

城 南 区 23 3.5 0 0.0 333 1.7 -50 -13.1 2,687 0.5 85 3.3

早 良 区 34 5.2 -2 -5.6 557 2.8 73 15.1 8,621 1.5 1,870 2.9

西 区 53 8.0 -6 -10.2 2,583 12.9 -132 -4.9 89,857 15.4 -3,672 -3.9

対前年
増減数

対前年
増減率

構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

構成比

事　業　所　数 従　業　者　数　 製造品出荷額等　

構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

表 5 行政区別事業所数、従業者数及び製造出荷額等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 1 事業所あたりの従業者数－行政区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 1 事業所あたりの製造出荷額等－行政区 
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従業者数
製造品

出荷額等

人 百万円 人 百万円

札 幌 市 886 28,549 589,606 32.2 665

仙 台 市 461 15,999 994,363 34.7 2,157

さ い た ま 市 846 26,401 889,196 31.2 1,051

千 葉 市 400 21,276 1,276,022 53.2 3,190

東 京 都 区 部 7,450 134,553 2,927,501 18.1 393

横 浜 市 2,214 87,983 3,926,912 39.7 1,774

川 崎 市 1,070 47,621 4,082,797 44.5 3,816

相 模 原 市 871 37,254 1,327,816 42.8 1,524

新 潟 市 949 37,478 1,146,898 39.5 1,209

静 岡 市 1,302 47,845 2,120,264 36.7 1,628

浜 松 市 1,839 70,246 1,965,611 38.2 1,069

名 古 屋 市 3,484 94,533 3,296,873 27.1 946

京 都 市 2,067 63,642 2,462,017 30.8 1,191

大 阪 市 4,879 112,970 3,574,713 23.2 733

堺 市 1,337 51,293 3,478,169 38.4 2,601

神 戸 市 1,394 67,951 3,421,055 48.7 2,454

岡 山 市 781 31,437 1,065,654 40.3 1,364

広 島 市 1,109 55,772 3,100,840 50.3 2,796

北 九 州 市 921 48,163 2,322,094 52.3 2,521

福 岡 市 660 20,080 582,268 30.4 882

熊 本 市 447 18,328 458,054 41.0 1,025

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

1事業所あたり

 
 

表 6 21 大都市の工業（4 人以上の事業所） 
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構成比 構成比 構成比 従業者数
製造品

出荷額等

％ 人 ％ 百万円 ％ 人 百万円

1,564 100.0 56,778 100.0 1,730,271 100.0 36.3 1,106

660 42.2 20,080 35.4 582,268 33.7 30.4 882

282 18.0 7,388 13.0 422,300 24.4 26.2 1,498

筑 紫 野 市 67 4.3 1,907 3.4 290,866 16.8 28.5 4,341

春 日 市 19 1.2 436 0.8 6,856 0.4 22.9 361

大 野 城 市 119 7.6 3,411 6.0 54,244 3.1 28.7 456

太 宰 府 市 37 2.4 990 1.7 60,184 3.5 26.8 1,627

那 珂 川 市 40 2.6 644 1.1 10,150 0.6 16.1 254

491 31.4 23,025 40.6 603,531 34.9 46.9 1,229

古 賀 市 98 6.3 8,320 14.7 227,863 13.2 84.9 2,325

宇 美 町 84 5.4 2,473 4.4 55,450 3.2 29.4 660

篠 栗 町 20 1.3 783 1.4 23,965 1.4 39.2 1,198

志 免 町 52 3.3 1,037 1.8 26,110 1.5 19.9 502

須 恵 町 110 7.0 2,509 4.4 52,574 3.0 22.8 478

新 宮 町 59 3.8 3,228 5.7 100,369 5.8 54.7 1,701

久 山 町 16 1.0 1,737 3.1 64,324 3.7 108.6 4,020

粕 屋 町 52 3.3 2,938 5.2 52,876 3.1 56.5 1,017

60 3.8 3,070 5.4 63,643 3.7 51.2 1,061

宗 像 市 36 2.3 1,407 2.5 33,557 1.9 39.1 932

福 津 市 24 1.5 1,663 2.9 30,086 1.7 69.3 1,254

71 4.5 3,215 5.7 58,527 3.4 45.3 824

筑 紫 地 域

糟 屋 地 域

宗 像 地 域

糸 島 市

総　　　　　数

福 岡 市

市町名

 事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等 1事業所あたり

 

表 7 福岡都市圏の工業（4 人以上の事業所） 
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